
厚生労働省編職業分類の改定が行われ、労働局へ提出する令和５年度事

業報告から新しい職業分類に基づき報告することになります。 

 

 厚生労働省編職業分類は、平成２３年に改定されたものを使用してきましたが、社会情勢の変

化に伴う職業構造の変化に対応させるため、記１の局長通達により今般全面的に改定されまし

た。 

 これに伴い、毎年労働局に提出する「職業紹介事業報告書」については、令和５年度事業報告

（提出期限：令和６年４月３０日）から、今般改正の職業分類の区分（中分類）により記載し提出す

ることとされました（記６の課長通達）。また、取扱職種名の取扱い（既に提出されたものを除く）に

ついては、今後、職業紹介事業の業務運営要領の改正をもって通知される予定です。 

 詳細は、各文書等をご確認くださいますようお願い致します。 

 

記 

１ 「職発０４１４第６号」令和４年４月１４日（２ページ） 

  厚生労働省編職業分類の改定について（局長通達） 

２ 分類項目表（３４ページ） 

３ 職業分類表（３４４ページ） 

４ 厚生労働省編職業分類の改定について（概要）（４ページ） 

５ 分類項目新旧対照表（３０ページ） 

６ 「職発０４１８第２号」令和４年４月１８日（１ページ） 

  職業紹介事業報告及び職業安定事業の取扱職種の範囲における職業分類等の取扱いにつ

いて（課長通達） 
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